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論 文 内 容 の 要 旨 
 筆者は、1988年に「環黄海経済圏」を提唱した。当時、中・韓の経済交流を研究していた筆者は、朝鮮戦争
以来の敵対国である社会主義中国と反共軍事独裁政権の韓国とが互いに地方レベルの経済交流を容認すること
で、直接的な貿易・投資を可能にした現実を目の当たりにして、この経済交流に、歴史的・地理的に密接な関
係を持つ北部九州・山口地域の参画を得て「環黄海経済圏」が成立すると考えたのである。しかし、環境問題
やエネルギー問題の解決という観点からは狭隘に過ぎ、新たに、黄海・日本海・東シナ海と南シナ海の一部を
含めた海域の沿岸地域の経済交流から生まれる「東アジア地中海経済圏」を構想した。同構想について論じた
のが本論文である。筆者は、「東アジア地中海経済圏」の圏域で、人々が海洋汚染の防除のために連携を強め、
協調型の「地方間経済交流」を活発化させることが出来れば、エネルギーや物流の共同体の成立を通じて相互
依存関係は緊密化し、地域の平和と安全も担保されると考えている。 
 第１章では、70年代に始まる中・韓の香港経由間接貿易取引の実態を明らかにし、主に韓国側の事情から、
政治的に対立するものの、経済的補完関係の大きい対中貿易の持つ意味を考察している。続く第２章では、中・
韓の香港経由間接貿易が拡大して地方限定型の直接貿易への移行が図られたが、それが「環黄海経済圏」の形
成に繋がった事実を明らかにしている。第３章は、2004年夏の筆者の韓国西海岸地域現地調査を基に、中・韓
の経済交流の最近の動向を詳述している。 
 第４章では、日本の経済貿易構造の一大変化を明らかにしつつ、日本の中央大資本にとって好都合な国際分
業関係として編成された「東アジア経済圏」の内実を解明している。第５章では、それに代わる地方主導の動
きを「地方間経済交流」と捉え、その結果形成される局地的経済圏を提起している。第６章では、「環黄海経済
圏」に代えて「東アジア地中海経済圏」を提起し、その名称の由来と経済圏としての実体化の可能性を論じて
いる。 
 第７章は、日韓自由貿易協定の意義と問題点を論じ、「地方間経済交流」の視点から「地方版自由貿易協定」
を提案している。第８章は、「東アジア地中海経済圏」の構想から、南北朝鮮の鉄道連結による欧亜大陸橋の出
現とロシア極東の天然ガスの共同利用とが地域の平和を担保する物流・エネルギー共同体の形成に繋がる可能
性を展望している。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 筆者は1988年以来、韓国が中国との地方レベルでの経済交流を容認したことを受け、中韓の経済交流に両国
と歴史・地理的に密接な関係をもつ北部九州・山口地域を加えた「環黄海経済圏」を育成していくことが、停
滞する日本の地方経済を活性化するために必要であると主張してきた。筆者が提言してきた「環黄海経済圏」
構想は、やがて北九州市の国際交流の指針として採用されるほど、九州地域では「市民権」を得ている。地方
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経済の国際化や活性化に大きな刺激を与えたという点で、本論文が果たした役割は大きい。 
 また本論文は、東アジアにおいて深刻化する環境問題やエネルギ－問題の解決を重視するなら、「環黄海経済
圏」のみならずロシア極東地域から中国東北地方、朝鮮半島、日本海沿岸地域、南は台湾・香港と華南地域に
至る「東アジア地中海経済圏」を育成していくことが必要であると主張している。こうした経済圏で、「人々が
海洋汚染の防除のために連携を強め、協調型の地方間経済交流を活発化させることが出来れば、エネルギ－や
物流の共同体の成立を通じて相互依存関係は緊密化し、地域の平和と安全も担保される」というのが、本論文
の核心である。本論文は、このように国家ではなく地方を、経済的な利益のみならず、環境やエネルギ－問題
の解決を重視する新たな経済連携を模索することで、国家や経済利益をベ－スにしてきた従来の市場統合論の
問題点を克服する新たな途を模索している点で、野心的な作品であるといえる。 
 しかし、実際の東アジアの国際政治環境がただちに本論文の提言を実現しうる状況にあるかというと、そこ
にはさまざまなハ－ドルも存在していることは否定できない。こうした理想と現実のギャップを埋めていく作
業が本論文の今後の課題であるといえる。2007年５月８日に実施された公聴会では、審査委員からいくつかの
質問が出され、また問題点も指摘されたが、申請者の応答は的確であり、本論文への理解を深めるものであっ
た。 
 以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は博士学位に値する優れた業績であると判断する。 
